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1. はじめに

近年，我が国では人口減少の局面を迎え，限られた資源

を効果的・効率的に行政運営に用いることが重要視されて

いる 1)．その方策の１つとして，評価を行政分野に導入す

ることにより，施策や計画などの効果を測定することが試

みられている 1)． 
行政分野における評価の取り組みは，2000年前後から試

みられるようになり，例えば，1996年には，三重県が行な

った事務事業評価 2)も大きく注目された．2002年には，政

策評価法が施行され，中央省庁における政策評価が導入さ

れるに至った 3)．ここではPDCAサイクルが強調され，企

画立案（Plan）に基づいて施策を実施し（Do），その結果を

評価（Check）し，次の企画立案へ反映（Action）すること

が重視されるようになった．中央省庁の施策の評価におい

ては，目標管理型の評価が重視されており 4)，あらかじめ

目標を設定し，その達成度を測定して事後評価を行う形式

（以下，目標管理型事後評価と定義）をとっている．その

後も，2013年の日本再興戦略 5)において，各政策において

KPI(Key Performance Indicator)と呼ばれる目標値を定め，進

捗管理を行う方針が示された．目標管理型事後評価は中央

省庁だけでなく，自治体においても実施されている．2017
年度自治体経営改革に関する実態調査 6)によると，自治体

が施策の効果を把握する手法として最も用いられている手

法が成果指標による前後比較であることが明らかになって

おり，多くの自治体が目標管理型事後評価に取り組んでい

ることが窺える． 
一方で，近年では，目標管理型事後評価の課題について

も指摘されるようになってきている．例えば 2018 年に出

版された，Jerry. Z. M7)の書籍においては，医学分野や教育

分野において，目標管理型事後評価による課題が生じてい

ることが紹介されおり，特に測定期間を意識した指標設定

がなされてしまうことで，短期主義が促進されてしまうと

いった問題が提起されている．都市計画行政分野において

も目標管理型事後評価が根付いているが，短期的な事後評

価が実施され，このような問題が生じている可能性がある．

とりわけ都市計画行政が実施する事業はストック効果を有

する場合があることから，長期的な観点が重要であるため，

事後評価の課題を明らかにし，今後の評価のあり方を検討

していく必要があると考えられる．ここで，上記の背景か

ら，計画期間内の評価を短期的な評価，計画期間終了後現

在までの評価を長期的な評価と定義する．なお，都市計画

行政分野の評価というと，事業実施の際に主に投資効果の

観点から実施されている事業評価などその対象は多岐にわ

たるが，本研究では，近年，他分野で課題が指摘されてい

る目標管理型事後評価に焦点を当てて，その課題と対応策

を明らかにすることを目的とする． 

2. 研究の位置づけ

(1) 既存研究の整理 
行政分野における評価の研究として，政策評価の導入背

景と課題について整理した山谷(2002)8)の研究や米国にお

ける都市機能評価の事例を調査した鈴木(2002)9)の研究，三

重県における行政評価システムの発展過程と展望について

整理した梅田(2001)10)の研究など，国内外の先進事例を対象

として日本への行政評価の導入を意図した研究が数多く見

られる．また，評価の実施が公共サービス水準に与える影

響を分析した横山(2006)11)の研究や，伊丹市を対象に評価結

果を予算編成に用いる効果を会計的に分析した松尾

(2006)12)の研究など，サービス効率や会計的な観点から評価

の正の効果を明らかにした研究が存在する． 
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一方で，評価の問題点を指摘した研究として，背景に述

べた Jerry.ZM.(2018)7)の文献が存在する．ここでは，短期主

義が促進されることや目標とずれた指標が設定されること

が課題としてあげられているが，主に米国での事例が紹介

されており，日本国内の都市計画行政分野に関する事例は

整理されていない．また，宮木ら(2012)13)の研究においては，

まちづくり交付金の事後評価において用いられた指標の現

状値と目標値の乖離度合いから，自治体の自己評価システ

ムの課題について指摘している． 
 このように，一部の研究では目標管理型事後評価の課題

が指摘されている．一方で，多くの研究が政策評価の導入

時期や導入直後に実施されており，Jerry. Z. M.7)の文献にお

いて短期主義の促進が課題としてあげられていたが，これ

まで実施された目標管理型事後評価の事例を長期的な観点

から検証し，実態や課題を把握した研究は見られない． 
 以上により，本研究では，これまでに実施された短期的

な目標管理型事後評価に関して，長期的な事後評価が可能

であるかという点を明らかにするとともに，実際に長期的

な事後評価を実施し，短期的な目標管理型事後評価の結果

と比較を行うことによりその課題を把握し，今後の長期的

な計画マネジメントのあり方や目標管理型事後評価の改善

についての情報を提示することを目的とする．

(2) 本研究の内容 
本研究では，これまで実施された短期的な事後評価の事

例として，都市再生特別措置法の都市再生整備計画及びそ

れに基づくまちづくり交付金事業制度（以下，「まちづくり

交付金制度」という）を対象に，長期的な事後評価を試み

る．まちづくり交付金制度を対象としたのは，長期にわた

る計測が必要なため，都市計画行政分野における最も早い

評価導入事例を対象にすることが適切と考えたためである． 
そこで，まず，3章において使用するデータを整理し，4

章において，都市計画行政分野の法律を用いて目標管理型

事後評価が導入された事例を整理することにより，まちづ

くり交付金制度が，最も早い導入事例であり分析対象とし

て適切であることを確認する．その上で，5 章において，

まちづくり交付金制度を対象に長期的な事後評価が可能で

あるかという点を確認するために，計画の評価指標につい

て継続的に指標値を計測することが可能かを検証する．6
章においては，前章で整理した評価指標を用いて長期にわ

たり指標値の計測を実施することにより，長期的な事後評

価を行うとともに短期との比較を行い，事後評価の課題を

明確化する．最後に7章で成果と課題を取りまとめる． 

(3) 本研究の特長 
本研究は上記の位置付けと内容から，以下の特長を有す

る． 
1) 都市計画行政分野の法律を用いて，目標管理型事後評価

がいつからどこに導入されたかという点を客観的に示した

上で対象事例を分析した信頼性のある研究である． 

2) 短期的に行われることが一般的である目標管理型事後

評価について初めて長期的な事業評価の可能性を確認する

とともに長期にわたるデータを用いて事後評価を行った新

規性のある研究である． 
3) 近年，重要性が増しており，多くの自治体においても取

り組まれている評価方法の課題を実証的に明らかにしたこ

とで今後の長期的な計画マネジメントのあり方や目標管理

型事後評価の改善を検討する際の情報となる有用性のある

研究である． 

3. 使用データの概要 
(1) 都市計画行政分野の法律及び計画策定の手引き等 
都市計画行政では，法律で計画策定や評価を規定してい

ることから，法律を整理することで評価を実施している事

例を整理できると考え，制定法律の条文を全て確認するこ

とにより，網羅的に目標管理型事後評価を導入した事例を

整理する．本研究では，都市計画行政分野の法律を，「国土

交通省都市局所管の法律と内閣府地方創生推進事務局が所

管している法律」として定義し，関連資料14),15),16),17)か
ら収集する．これは，都市計画分野の法律を所管するのは

国土交通省の都市局が主であるが，中心市街地活性化など

分野横断的な法律は内閣府地方創生推進事務局が所管して

いるためである． 
 また，各自治体は法律のもと計画を策定しており，その

各計画の目標指標，評価方法を整理するために，国が自治

体向けに提供している計画策定の手引きを用いて整理する． 

(2) まちづくり交付金制度事後評価結果 
本研究では，まちづくり交付金制度を分析対象とし，5章，

6 章の分析を行う．この制度は，市町村が都市再生整備計

画を作成し，この計画に基づく実施事業に交付金が交付さ

れるものである．また，本計画には，重点的に整備が必要

な地区，まちづくりの目標，達成状況を評価する指標（以

下，「評価指標」という）及びその指標値（従前値，目標値），

実施事業等が記載される．計画期間は概ね 3~5 年であり，

計画期間終了時，市町村は，事後評価として，評価指標の

達成状況を指標値（評価値）により評価する．この制度は，

計画に基づきハード・ソフト含めて様々な事業が総合的に

実施されること，一つ一つの事業ではなく計画全体の目標・

評価指標の達成状況について目標管理型事後評価を行う

PDCAサイクルの考え方が導入されていること，等の特徴

がある．2004 年に制度が創設され，初めての事後評価が

2006年に実施されている．  
本研究では，この最も早い事例である，2006年に地方公

共団体が実施した事後評価（以下，「2006 年事後評価」と

いう）を事例として取り上げる．これにより，本分析では

短期的な評価は計画期間である 3~5 年，長期的な評価は，

分析時点(2018 年)までの 12 年間となる．網羅性に配慮し

2006年事後評価の実施地区の全地区（26市町村29地区）

とし，この評価における実施事業，評価指標，指標値（従
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前値，目標値，評価値）を用いて分析を行う．これらに関

するデータは，一般財団法人都市みらい推進機構 18)が公表

しているまちづくり交付金事後評価結果を用いた． 
なお，まちづくり交付金制度は，2010年より社会資本整

備総合交付金に統合され，都市再生整備計画事業となって

いるが，制度の仕組みは同じである． 

(3) 長期的な事後評価のための各種統計データ

長期的な事後評価を実施するため，指標値の継続的な計

測に必要なデータとして，国，都道府県の統計データ，自

治体 HP に掲載されている地区人口，施設利用者数等の資

料を収集した． 

4. 都市計画行政分野における目標管理型事後評価事例の

把握 
本章では，長期的な事業評価を実施するにあたり，最も

古い事例を明らかにするため，都市計画分野の法律と関連

する制度，計画の手引きを用いて目標管理型事後評価の事

例を把握し，まちづくり交付金制度を分析対象にする妥当

性を確認する． 
(1) 事例の抽出方法 
下記の手順によって，都市計画行政分野の法律を整理し，

いつから目標管理型事後評価が導入されたか明らかにする． 
①都市計画行政分野の法律を収集し，日本の公共分野に評

価が取り入れられ始めた時期であり，行政評価制度導入

の提言がなされた1997年12月以降に公布された法律を

抽出する．ここで，他の法律に付随する法律は除外する． 
②抽出された法律から目標管理型評価の事例を抽出するた

め，キーワードとして「目標」「評価」のどちらか一方を

本文中に含む法律を抽出する． 
③上記で機械的に抽出した法律から，「目標」「評価」の単

語が使われている文を，前後の文脈も含め網羅的に確認

し，『目標指標を設定し，事業後に評価を行う』という趣

旨に該当するものを抽出し，分析の信頼性を高める．ま

た，本研究では地方自治体における評価を対象としてお

り，評価主体が地方自治体でない法律も，分析対象から

除外している．上記の手順により抽出された法律を『目

標・評価を含む法律』として整理する． 
④『目標・評価を含む法律』に関連して創設された制度や

計画について調べ，計画策定の手引きや自治体において

作成された計画を確認することで，目標管理型事後評価

の有無について詳細に調査し，年表に整理を行う． 

(2) 抽出結果 
(1)に示した手順により，都市計画行政分野の法律を整理

した結果を表-1に示す．表-1より，目標管理型事後評価を

最初に取り入れた事例は 2004 年に創設されたまちづくり

交付金制度であることが確認できた．これを対象として分

析を行うことで，より長期的な視点からの課題の把握を試

みる．また，他の計画においても目標管理型事後評価が実 

表-1 都市計画行政分野における評価導入事例の整理 

施されていることから，まちづくり交付金制度を事例とし

て課題の把握を行うことで，その他の事例においても，参

考となる情報が得られることが想定される． 

5．長期計測可能な評価指標の確認

本章では，長期的な事後評価の可能性を確認するため，

計画の評価指標について継続的に指標値を計測することが

可能かを検証する． 
(1) 分析方法

① 2006 年事後評価を対象とし，全実施地区の実施事業と

評価指標を抽出する． 
② 次に，この評価指標について，継続的に指標値が計測可

能かを検証する．指標値の計測は，既存の統計資料等を

活用する場合と市町村が独自にデータを調査収集する場

合がある．このため抽出した各地区の評価指標について，

国・都道府県の統計データや自治体 HP を用いて，評価

期間以外にも継続的に指標値のデータが取得できるか確

認を行う．なお，評価が地区単位で行われているため，

指標値は町字単位以下で取れるか否か確認した．これに

より継続的に指標値が計測できた評価指標を「長期計測

可能な評価指標」と定義する．なお，自治体ごとの個別

指標については HP に公表されていないものの内部では

計測しているといったことも考えられる. しかし，まち

づくり交付金が結果の公表を前提とした制度であるため，

結果が公表されているかどうかという視点も含めるため，

自治体HPからの情報収集を行うこととした． 
③ 上記の手順により，地区毎に抽出した実施事業と評価指

標及び長期計測可能な評価指標を表に整理する． 
④ さらに，これらの評価指標を分析するために2017年に

策定された都市再生整備計画事業指標活用マニュアル19)

（以下，「2017 年指標活用マニュアル」という）におけ

る人口・世帯や集客等といった11の指標分野に沿って分

類し，どの指標分野にも該当しない指標をその他として 

年
目標・評価

を含む法律一覧
法律の概要

目標管理型
事後評価

1998 中心市街地活性化法 活性化に向けた基本計画の作成 無

2000 都計法・建基法改正
線引き選択制、
準都市計画区域制度

無

都計法・建基法改正 提案制度、地区計画追加 無

構造改革特別区域法
経済社会の構造改革を図る
構造改革特別区域認定

無

2004
都市再生特別
措置法改正

都市再生整備計画の作成及び
まちづくり交付金制度の創生

有

2005 地域再生法
地域経済の活性化を図る
地域再生計画の作成

有

中心市街地
活性化法改正

基本計画の認定開始 有

歴史まちづくり法 歴史的風致維持向上計画の認定 無

都市再生特別
措置法改正

特定都市再生緊急整備地域制度、
都市利便増進協定制度の創設

無

東日本大震災
復興特別区域法

被災地が復興交付金
事業計画等を作成

無

総合特別区域法 総合特別区域計画の作成・認定 有

2012 エコまち法 低炭素まちづくり計画の作成 有

2013
大規模災害からの
復興に関する法律

復興計画の作成等 無

都市再生特別
措置法改正

立地適正化計画の作成 有

まち・ひと・しごと創生法 まち・ひと・しごと創生総合戦略の作成 有

2002

2006

2011

2014
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表-2 2006年事後評価実施地区の実施事業・評価指標 

図-2 2006 年事後評価実施地区の評価指標の分類結果 

計12項目に整理し，グラフを作成し考察を行う．あわせ

て，評価指標が他地域でも採用されているかを確認する 
ため，2017年指標活用マニュアルに例示されている評価

指標についても分けて整理する． 

(2) 分析結果

上記の手順により，地区毎に抽出した実施事業と評価指標

を整理した結果を表-2に示す．これにより，各地区とも総

合的な実施事業を様々な評価指標で評価している一方で，

継続的に指標値を取得できる評価指標は限定され，多くの

評価指標は長期的に評価ができないことが読み取れる． 
この表-2 の評価指標を 12 項目に分類し，長期計測可能

な評価指標とそれ以外に分けて，あわせて 2017 年指標活

用マニュアルに例示された評価指標であるかを整理した結

果を図-2に示す．ここから，以下のことが読み取れる． 
1) 各実施地区で「長期計測可能な評価指標」は人口等の一

部評価指標に限定されていた．多くの評価指標が，短期

的な事後評価期間中の指標値しか取得できず，長期的

な事後評価ができないということが明らかになった． 
2) この「長期計測可能な評価指標」が多いのは，基礎情報

である「人口・世帯」である．また，評価指標として多

く用いられている「集客」，「公共公益施設等利用状況」，

「まちづくり/コミュニティ/地域活動」，「その他」の評

価指標は，ほとんどが「長期計測可能な評価指標」にな

都道府県 市区町村 地区 実施した事業
評価指標

（赤字は長期計測可能な指標）

北海道 ニセコ町綺羅街道地区 駅前広場,街路灯整備，中庭整備改修・機能強化,公衆無線LAN設置,事業活用調査 観光入込客数，綺羅街道入込客数，循環バス乗車率向上

北海道 砂川市 砂川駅周辺地区 地域交流センター，自由通路,多目的広場整備事業,まちづくり活動推進事業 居住人口，地域交流センター利用者数，土地の有効利用率

宮城県 登米市 上屋浦地区 公営住宅整備,駅前コミュニティ道路整備,多目的広場整備,駅前広場整備 地区内居住人口，多目的広場利用者数

埼玉県 騎西町
藤と紫陽花が彩る

にぎわい交流地区
土地区画整理,総合公園整備,紫陽花苗藤植栽,紫陽花ロード整備,藤棚事業 イベント来場者，公共施設の利用者，地区内の居住人口

千葉県 成田市 久住駅前地区 公園整備,駅前駐輪場整備,中学校グラウンド整備,シルバー人材センター整備 コミュニティー広場面積，団地入居世帯数，駅周辺駐輪台数

千葉県 市原市 山木能満地区 市営住宅建て替え,歩道整備,道路照明設置,情報掲示板設置,児童遊園・集会場設置 コミュニティ活動の拠点整備，小学校通学路整備，交通事故防止

東京都 練馬区
練馬高野台駅

周辺地区
道路整備,自転車誘導員業務委託 来街者数，中高層建築物数，店舗数

山梨県 笛吹市
春日居町駅

周辺地区
道路改良工事,高質空間形成施設,駐車場・駐輪場整備,広場整備 駅乗降者数，足湯施設利用者数

神奈川県 横浜市
戸塚区

倉田地区
駅前広場広場改良,コミュニティハウス整備,自転車駐車場整備 バス降車帯以外での降車，コミュニティハウスの利用者数

神奈川県 横浜市 上飯田地区 歩道，道路，多目的広場，集会所整備,住戸改善,バリアフリー住宅普及啓発
バリアフリーの関心度，区域外とのネットワーク整備率，

地域交流の場となる集会所の利用頻度

新潟県 三条市 栄地区
地域生活基盤施設,災害対応マニュアル作成事業,ハザードマップ作成,

自主防災組織支援,小型動力ポンプ付積載車配備

自主防災組織率，災害関連情報受信可能性，防災自主点検率，

小型動力ポンプ付積載車による排水能力

新潟県 三条市 下田地区
地域生活基盤施設,災害対応マニュアル作成,ハザードマップ作成,

コミュニティFM放送区域拡大,小型動力ポンプ付積載車配備,自主防災組織支援

自主防災組織率，災害関連情報受信可能性，防災自主点検率

小型動力ポンプ付積載車による排水能力

愛知県 安城市 安城北西地区 土地区画整理,公園，緑地，広場，駐車場整備,新設小学校関連 生活環境の改善，居住人口の増加，緑地の確保

三重県 名張市 中央西地区
事業活用調査,基本構想策定,まちづくり活動推進,専門家の派遣,

公園整備,地域生活基盤施設（案内版）整備,高質空間形成施設整備
居住者，企業誘致，住宅の建築数

滋賀県 大津市 石山駅周辺地区
道路拡幅,地下道壁面改修,道路整備,JR石山駅駅前広場整備,

交通結節点改良,道路基本構想策定業,景観形成地区実施計画策定
ＪＲ石山駅乗降者数，利用者満足度，石山周辺への観光客数

京都府 南丹市 安井地区
道路改良,橋梁補修,公園,駐車場,緑地整備,パンフレット作成,

ホームページ作成・管理,モデル住宅見学会,街路灯整備,公益住宅整備

小学校の児童数，モデル住宅見学者数，

美山木の家販売（建築）実績，ホームページアクセス数

大阪府
河内

長野市

三日市町駅

周辺地区

耐震性貯水槽設置,道路高質化,エレベーター設置,市街地再開発,

ボランティア育成の啓発,関連街路,駅前広場改修,情報版整備,

ストリートファニチャー整備,交流センター整備,デッキ,プール整備等

地区への来訪者数，バス利用者数，

交通環境に対する満足度，まちの賑わいに対する満足度

兵庫県 篠山市 福住地区 公営住宅整備,まちづくり協議会立上げ,景観啓発パンフレット作成,情報案内版 景観形成事業活用率，来訪者数，高齢化率

兵庫県 丹波市 国領地区 道路整備,駐車場整備,公営住宅整備

活性化事業実行委員会の開催，地区独自事業の展開，

屋内運動場の開放，区内平均年齢低下度，

緊急車両通行支障区間の解消

兵庫県 多可町下野間地区 団地建設
消防団活動の出席率，40才未満の計画区域人口，

計画区域人口，計画区域内町営住宅の平均床面積

兵庫県 佐用町上上月地区
公営住宅整備,道路整備,地域創造支援事業

※合併によりまちづくり活動推進事業が廃止⇒指標：活動参加数の増加　に影響

居住人口，地区水洗化世帯率，

通学路における歩道設置率，活動参加数の増加

兵庫県 佐用町 幕山地区
地域生活基盤施設,公営住宅整備,地域創造支援

※合併によりまちづくり活動推進事業が廃止⇒指標：活動参加数の増加　に影響
４０歳未満人口，活動参加人数の増加

兵庫県 宝塚市 西谷地区 道路整備,農業振興施設整備,地域交流センター整備 まちづくり活動参加者数，来訪者数

徳島県 三好市 池田地区 公園整備,公衆便所改築,道路整備,駅前観光情報版整備,側溝整備 観光客入込客数，阿波踊り観光客数，総合体育館利用者数

徳島県 那賀町木沢坂州地区
地域防災施設,公営住宅，広場等整備,災害に強い街づくり推進,

老朽建築物解体・小学校耐震診断,公営住宅及び体育館安全対策

避難施設の収容人数，災害時における避難勧告対象世帯率，

災害時における孤独世帯率，住民の防災意識率，

高知県 室戸市 高岡地区 公園整備,地域産物展示施設,情報版整備,遊歩道整備 施設利用人数，来市観光客数

佐賀県 江北町 山口地区 道路整備,自動車駐車場等整備,高質空間形成施設整備,まちづくり活動推進
駅南地区の定住者数，駅南広場の交通混雑状況，

駐輪場利用自転車の状況，公共施設の利用者数

熊本県 熊本市 池田上岩迫地区 公営住宅整備,公園（多世代交流広場） 住民のまちづくり活動関心度，生活道路のバリアフリー化

大分県 佐伯市 蒲江地区 観光交流センター,湾岸散策路,散策路整備,公園整備,緑地・広場整備
地区交通量，満足度，来訪者数，住民のまちづくり会合数

環境改善活動へのボランティア参加者団体数，参加者数

出典：2006年度 まちづくり交付金完了地区の事後評価結果よりデータを収集し,作成．

事業の変更が指標値に影響を及ぼしたと記載がある場合，※にて示した．

具体的な地点名は省略した．(例：「市道1814号線整備」⇒「道路整備」と表記）
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来訪・来街者数5

交通量1駐輪状況2,
駅前広場混雑状況1

交通事故件数1
駅乗降客数1,バス利用者数1

駅乗降客数1,バス乗車率1

事業所数1
店舗数1

施設利用者数1
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指標数（個）

凡例
■：長期計測可能な評価評価指標
■：それ以外の評価指標
赤字：2017年指標活用マニュアルに

例示されている評価指標
黒字：それ以外の自治体独自の評価指標
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っておらず，市町村においてデータを継続的に収集・公

表できていない傾向があることが読み取れる． 
3) さらに，現在の2017年指標活用マニュアルに例示され

ている「観光客数」，「交通量」，「施設利用者数」，「まち

づくり活動参加者数」などの多くの評価指標が，「長期

計測可能な評価指標」になっていないことが明らかに

なった．ここから，本分析で明らかにした課題について

は，現在の評価指標設定においても引き続き課題とな

っている可能性があるといえる． 

6．長期的な事後評価の指標値の計測

本章では，前章で整理した評価指標について長期的な事

後評価を行うとともに短期との比較を行い，短期的な事後

評価の課題を明らかにする．そのため，本章における分析

対象は，26地区のうち表-2で長期計測可能な指標が得られ

た15地区の19指標となる． 

(1) 分析方法

① 短期的な事後評価において，評価は達成度により測定さ

れている．そこで，まず2006年事後評価実施地区におい

て，評価値の達成度を整理する．なお，達成度は〇△×

の3段階で評価し，評価値が目標値を上回った場合（従

前値≦目標値≦評価値）は○，評価値が目標値を上回ら

なかったものの従前値より評価値を上回る場合（従前値

<評価値<目標値）は△，評価値が従前値よりも下回った

場合（評価値≦従前値≦目標値）は×として各評価指標

に達成度を割り付けている．なお，結果として従前値≧

目標値に該当するケースはなかった． 
② 各地区において，前章で整理した「長期計測可能な評価

指標」を用いて，指標値を計測し，この計測値と2006年
事後評価の指標値と比較するグラフを作成し考察を行う．

ここで，短期的な達成度と長期的な評価値の関連を見る

ため，複数の指標を達成度ごとにグラフに示す．そのた

め，縦軸は絶対数を示し，その単位はグラフ中の指標の

末尾に指標ごとに示した．

(2) 分析結果

2006 年事後評価と長期的な事後評価の指標値を図示し

た．当時の事後評価において達成度が○であった地区の結

果を図-3，図-4，図-5，図-6に，達成度△および×であった

地区の結果を図-7，図-8に示す．なお，図-3には長期的に

見ても指標値が維持されているか右肩上がりの指標を図示

し，図-4 には一定の時期まで指標値が右肩上がりとなり，

その後下降傾向となった指標，図-5，図-6には計画期間終

了後に指標値が下降した指標を図示した．また，図-7には，

計画終了後に指標値の維持または上昇が見られた指標を，

図-8には，悪化傾向のある指標を図示した． 
1) 図-3では，2006年事後評価において高い達成度を得て，

その後も指標値が上昇傾向にある事例が見られる．神奈

川県横浜市戸塚区倉田地区では，コミュニティハウスの建

設というハード事業が，愛知県安城市安城北西地区では，

土地区画整理事業等が実施されている．ハード整備の効

果が長期的に継続している事例となっている． 
2) 図-4 では，評価期間後も一定程度の指標値の改善が見ら

れ，その後下降傾向に入った事例が見られる．兵庫県多 

図-3 2006 年事後評価と長期的な事後評価との比較① 

図-4 2006 年事後評価と長期的な事後評価との比較②

図-5 2006 年事後評価と長期的な事後評価との比較③ 
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図-6 2006 年事後評価と長期的な事後評価との比較④

図-7 2006 年事後評価と長期的な事後評価との比較⑤

図-8 2006 年事後評価と長期的な事後評価との比較⑥

可町においては，主に公営住宅の整備がなされ，北海道

砂川市では交流センターの整備や多目的広場の整備が実

施されており，それぞれ異なるタイプの事業形態であるも

のの，評価期間後も一定程度の指標値の改善が見られ，そ

の後下降傾向に入ったという指標値の推移の傾向が類似

している． 

3) 図-5，図-6 では，事後評価実施時点において達成度が高

かった地区においても，評価後に指標値が減少している

事例が示されている．図-5 には人口関連の評価指標，図-
6 にはその他の評価指標を示した．図-5 における佐賀県

江北町山口地区や兵庫県佐用町幕山地区では，公営住

宅の整備や道路整備などストック効果を有すると考えられ

る事業を実施しているにもかかわらず，評価期間の直後

に指標値が下降している様子が見て取れる． 
4) また，図-6 におけるコミュニティー広場面積のように，そも

そも整備を実施すれば面積が当然増えるような指標を測っ

ている事例が存在することが明らかとなった． 
5) 図-7，図-8 では，達成度△および×の地区を図示してい

る．図-7 における滋賀県大津市石山駅周辺地区では，道

路拡幅事業や駅前広場整備事業等を実施しているが，観

光客数，乗降客数の評価指標のように，当初の達成度が高

くなかったとしても，数年後に指標値が上昇または維持さ

れる事例も存在していることが明らかとなった．図-8 におけ

る，兵庫県丹波市国領地区，兵庫県篠山市福住地区では，

まちづくり交付金評価期間では，目標値を上回らなかったう

えに，長期的に見ても事業実施前の値に戻っていることが

確認された． 
上記のように，2006 年事後評価について長期的な事後評

価を実施した結果，一定の傾向は認められず，地区ごと，評

価指標ごとに異なる動きが見られた．地域の公営住宅や道路

整備が当初は効果があったように見えるものの，長期的には

目標とした人口の維持につながっていない事例，逆に，当初

の達成度は低いが長期的には効果があったと見える事例等

があり，ここから短期的な事後評価とこれによる PDCA サイク

ルの実施のみでは，施策の効果を十分に把握することができ

ないことが確認でき，より正確に事業の評価を行うためには長

期の計画マネジメントを行う必要性があることが示唆された． 
また，指標値が右肩上がりであった倉田地区が位置する横

浜市や安城北西地区が位置する安城市では継続して人口が

増加しており，人口増減率が指標値の変動に影響を与えてい

るようにも見える．他にも，滋賀県大津市石山駅周辺地区に

おける観光客数の指標値については事業において実施した

ハード整備による指標の増減だけでなく，訪日外国人観光客

の増減やテレビ放映の影響など，社会のトレンドの影響を受

けている可能性があり，評価指標については，より適正に施

策の評価を計測できる評価指標を採用すること，また目的と

する指標の他に相互に関連のある指標についても把握して

いく必要があることが示唆された． 
上記のように短期的な評価結果の数値だけを見ても長期的

な事業の整備効果を予測することは難しく，今後の評価のあり

方を検討すると，より精度高く，長期的に事業の評価を行なっ

ていくためには，指標に与える外部要因を把握できる評価者

の評価分野に関する高い専門性や外部要因を説明できる測

定項目の追加等が必要になってくると考えられる．一方で，地

方自治体における技術職員の不足や，評価疲れの実態を考

慮すると必ずしも長期的の計画マネジメントは各自治体にとっ
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て容易でないと考えられる．そこで，短期の達成度に基づい

た成果主義という現在の評価のあり方自体を再考していく必

要があると考えられる． 

7. おわりに

(1) 成果

本研究の主な成果は以下のとおりである． 
1) 短期的に行われることが一般的である目標管理型事後評

価について，まちづくり交付金制度の 2006 年事後評価を

事例に確認したところ，継続的に指標値が計測可能な評

価指標は，人口等の一部評価指標に限定され，多くの評

価指標の指標値が継続的に計測できない実態が明らかと

なった．集客等の分類に該当する地区単位での観光客数

や施設利用者数、インフラ等整備状況の分類の中のバリア

フリーに関する指標，満足度に分類される指標は，現在も

ガイドラインで指標例として例示されているが，継続的に計

測することが困難であることが課題であるといえ，計測に必

要な統計データ等の提供方策や指標設定に関する方針の

再検討が必要であることが示唆された． 
2) さらに目標管理型事後評価を長期的に実施することに

より，例えば幕山地区のように公営施設整備を行い地区

人口が増えたものの，その後また減少に転じるなど短期

的な達成度が高いと評価されても，長期的に指標値が下

降するなどの事例も見られ，指標の有効性に疑問が持た

れた．一方で，安城北地区のように土地区画整理により地

区人口が増え，継続的に人口が増加しており，達成度が長

期的にも機能している例も見られる．ここから，短期的な評

価結果と長期的な評価結果は必ずしも一致しないこと，

一つの評価指標では十分に効果を把握できないことが明

らかになった． 
以上により，都市計画行政の事後評価においては，継続

的に事後評価を行い，PDCAサイクルを実施しながら，必

要な方策を検討していく長期の計画マネジメントが必要で

あることを確認することができた．また，これに向けた目

標管理型事後評価の改善策としては，評価指標の設定に当

たっては長期的に計測可能な評価指標を採用すること，施

策を適切に評価できる評価指標を採用すること，社会的ト

レンドの影響を受けている可能性が高い事例についても評

価を行うために，目的とする指標の他に相互に関連のある指

標についても多面的に把握するため多様な評価指標を採用

すること，等の取り組みが必要であることを確認すること

ができた．一方で，このような取り組みが困難である場合

には，短期の成果主義を前提とした評価の枠組みを再考す

る必要があることが示唆された．

(2) 課題

今後の課題と研究の発展可能性としては，以下の点が挙げ

られる． 
1) 本研究は 2006 年の事後評価事例を対象に実施したが，

2017 年指標活用ガイドラインでは評価指標のフォローアッ

プに向けて既存統計資料の活用を推奨していることから，

最近の評価指標は継続的に指標値が計測できるよう改善さ

れている可能もあり，さらに検証が必要である． 
2) 本研究での長期的な事後評価の分析期間は 10～13 年程

度であり，限られた評価指標で実施していることから，より

長期に多様な評価指標で検証することで，新たな課題を明

らかにできるほか，長期の計画マネジメントの評価の検討

につながると考えられる． 
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